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1 ．は じ め に
　中国国家統計局が公表する実質 GDP（国内総生産）成長率は，2₀1₀年の1₀.₆％を境に低下傾向に
あり，2₀1₆年には₆.₇％まで低下した後，2₀1₇年には少し盛り返して₆.₉％となった．最近の水準は，
1₉₈₉年の4.2％，1₉₉₀年の3.₉％よりはかなり高いものの，1₀％超が続いた2₀₀3～₀₇年に比べると半
減に近い．こうした最近の傾向は，中国における経済成長の減速として語られることが多い．
　しかし，単純に考えると容易に理解できるように，平均値の低下は，かなりの低下に直面した
地域とそれほど低下していない地域があることを覆い隠す．本稿の関心は，特に中国経済全体の
減速傾向が認識され始めた2₀13～1₆年における中国の省級行政区の動向に注目し，過度の停滞に
陥った地域は存在したのか，もし存在したのならばその要因は何かを探ることにある．
　本稿の構成は，以下の通りである．第 2 節では，省級行政区（ 4 直轄市・ 5 自治区・22省の計31
地区．以下では各地区に言及する場合，市・自治区・省という表記を省略）の成長率と主要工業製品
の生産動向から，経済成長の減速が顕著となった地区はあるかどうか，もしあるならばどの地区
でいつ頃か，主要工業製品の生産減速はみられるかどうか，もしみられるならばどの製品でいつ
頃か，について整理する．第 3 節では，第 2 節で抽出した地区・主要製品の成長減速の要因を探
る．第 4 節では，第 3 節の整理を踏まえて経済実態の解釈について考察する．第 5 節は，結びと
して疑問点や今後の課題に触れる．
1 ．は じ め に
2 ．31地区の経済成長と主要工業製品生産の動向
3 ．成長率鈍化の分析
4 ．考 察
5 ．お わ り に
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2 ．31地区の経済成長と主要工業製品生産の動向
2 − 1 　地区経済成長の動向
　表 1 および表 2 は，2₀₀₀年以降における31地区の名目成長率と実質成長率をみたものである．こ
こでは，公表されている各地区の成長率の数値の真偽については問わない．以下では，公表され
ている数値をもとに論じる1）．
　表 1 の名目成長率をみると，異変に気付く．リーマン・ショック後の2₀₀₉年を別として，2₀14
年から2₀1₇年にかけて成長率が異常に低い地区が存在する．特に，2₀1₆年にマイナス22.4％を記録
した遼寧，2₀1₇年にマイナス11.2％を記録した内蒙古が目立つ．また，2₀15年には名目成長率 3 ％
未満が ₉ 地区， 5 ％未満では1₀地区あった． 5 ％未満の地区は，2₀13年 1 地区のあと，2₀14年 3
1 ）　丸山教授（丸山 2₀1₈）が指摘するような地方政府によるデータ水増しがあるならば，以下の議論の前
提が崩れる可能性がある．しかし，最新統計において過去のデータが修正されていない限り，別のデー
タを用いることはできない．ある意味で，本稿は，公式統計から浮き彫りにされる状況に矛盾した面が
あるかどうかを論じたものである．
表 1　31地区の名目経済成長率：2₀₀₀～1₇年
年 最大 最小 中位 平均
₀％
未満
₀％以上
3％未満
3％以上
5％未満
5％以上
₇％未満
₇％以上
1₀％未満
1₀％
以上
計
2₀₀₀ 1₈.₀ 5.5 11.1 11.2 ₀ ₀ ₀ 3 ₆ 22 31
2₀₀1 1₈.1 ₆.3 ₉.₉ 1₀.5 ₀ ₀ ₀ 2 15 14 31
2₀₀2 1₆.4 ₇.3 1₀.₈ 11.1 ₀ ₀ ₀ ₀ 12 1₉ 31
2₀₀3 23.1 1₀.₀ 14.5 15.₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 1 3₀ 31
2₀₀4 2₇.3 11.2 2₀.₆ 2₀.1 ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀5 2₈.4 12.1 1₆.₆ 1₇.₆ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀₆ 2₆.₆ 12.₇ 1₆.₈ 1₆.₉ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀₇ 2₉.₉ 14.4 2₀.3 2₀.₇ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀₈ 32.3 12.₆ 2₀.₀ 2₀.₆ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀₉ 14.₆ ₀.₆ 1₀.1 ₉.₇ ₀ 2 1 3 ₉ 1₆ 31
2₀1₀ 2₇.1 14.1 21.3 2₀.₈ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀11 2₆.3 11.₈ 22.1 2₀.₉ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀12 2₀.2 5.1 12.2 11.₈ ₀ ₀ ₀ 1 ₆ 24 31
2₀13 1₈.₀ 4.₆ 1₀.₉ 1₀.₇ ₀ ₀ 1 2 ₇ 21 31
2₀14 14.₆ ₀.₈ ₈.5 ₈.2 ₀ 1 2 5 1₇ ₆ 31
2₀15 13.3 ▲₀.₇ 5.₉ 5.3 1 ₈ 1 12 ₆ 3 31
2₀1₆ 12.₉ ▲22.4 ₉.2 ₇.₆ 1 3 1 3 11 12 31
2₀1₇ 15.₀ ▲11.2 11.₀ ₉.3 1 1 2 4 ₆ 1₇ 31
　注）平均は，31地区の単純平均．最大・最小・中位・平均の単位は％．表 2も同じ．
出所 ）中国国家統計局「統計数据」（2₀1₈年 ₆ 月25日アクセス）；国家統計局編『中国統計摘要2₀1₈』中国統計出版社，
2₀1₈年，より作成．
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地区，2₀15年1₀地区，2₀1₆年 5 地区，2₀1₇年 4 地区と比較的多い．
　表 2 の実質成長率では，名目成長率ほどではないが，ここでも2₀14年から2₀1₇年にかけて異変
が生じた可能性をうかがわせる．2₀14年から ₇ ％未満の地区が急激に増えている． 5 ％未満につ
いては，2₀14年 1 地区，2₀15年 2 地区，2₀1₆年 2 地区，2₀1₇年 4 地区となっている．経済成長率
の大きさが地区幹部の昇進に影響するとされる中国において，全体の成長率目標が₆.5％程度に設
定されているものの， 5 ％を下回ることは，地区幹部にとって無視できない問題であろう．特に，
2₀1₆年にマイナス2.5％を記録した遼寧の場合は，地区幹部にとって危機的状況と認識されてもお
かしくない．
　なお，図 1 は，表 1 および表 2 のうち，成長率最大・最小・中位の地区成長率の推移をみたも
のである．名目成長率や実質成長率のいずれをみても，2₀1₀～11年あたりをピークに成長率の低
下が生じており，2₀14年以降は最小地区の異常な低さが目立っている．
　以上より，2₀13年，2₀14年あたりから一部の地区では経済成長率の大幅な落ち込みが生じてい
ると考えられる．
表 2　31地区の実質経済成長率：2₀₀₀～1₇年
年 最大 最小 中位 平均
₀％
未満
₀％以上
3％未満
3％以上
5％未満
5％以上
₇％未満
₇％以上
1₀％未満
1₀％
以上
計
2₀₀₀ 11.₈ ₇.5 ₉.3 ₉.5 ₀ ₀ ₀ ₀ 2₀ 11 31
2₀₀1 12.₇ ₆.₈ ₉.3 ₉.₇ ₀ ₀ ₀ 1 1₈ 12 31
2₀₀2 13.2 ₈.2 1₀.2 1₀.₇ ₀ ₀ ₀ ₀ 11 2₀ 31
2₀₀3 1₇.₉ ₈.₈ 11.5 11.₉ ₀ ₀ ₀ ₀ 4 2₇ 31
2₀₀4 2₀.5 1₀.₇ 12.₇ 13.1 ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀5 23.₈ ₉.₀ 12.1 12.₇ ₀ ₀ ₀ ₀ 1 3₀ 31
2₀₀₆ 1₈.₀ 11.₀ 12.₇ 13.₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀₇ 1₉.2 12.₀ 14.₇ 14.5 ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀₀₈ 1₇.₈ ₈.5 12.1 12.3 ₀ ₀ ₀ ₀ 3 2₈ 31
2₀₀₉ 1₆.₉ 5.4 12.2 11.₉ ₀ ₀ ₀ 1 4 2₆ 31
2₀1₀ 1₇.4 1₀.3 13.₈ 13.5 ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 31 31
2₀11 1₆.4 ₈.1 12.5 12.5 ₀ ₀ ₀ ₀ 3 2₈ 31
2₀12 13.₈ ₇.5 11.3 11.₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₈ 23 31
2₀13 12.5 ₇.₇ 1₀.₀ ₉.₉ ₀ ₀ ₀ ₀ 15 1₆ 31
2₀14 1₀.₉ 4.₉ ₈.₇ ₈.5 ₀ ₀ 1 4 21 5 31
2₀15 11.₀ 3.₀ ₈.1 ₈.₀ ₀ ₀ 2 5 21 3 31
2₀1₆ 1₀.₇ ▲2.5 ₇.₆ ₇.₆ 1 ₀ 1 5 21 3 31
2₀1₇ 1₀.2 3.₆ ₇.5 ₇.3 ₀ ₀ 4 5 2₀ 2 31
出所）表 1と同じ．
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2 − 2 　成長率の落ち込みが大きいのはどの地区か
　それでは，成長率の大幅な落ち込みが生じた地区はどこか，複数の地区で生じた場合にはその
共通点はあるのだろうか．
　表 3 は，2₀13～1₇年の成長率について，名目成長率が 5 ％未満を記録した地区と実質成長率が
₇ ％未満を記録した地区を示したものである．名目成長率の低い地区が2₀15年に集中しているこ
とに加え，2₀1₆～1₇年には名目成長率が大幅なマイナスを記録した地区が出現している．実質成
表 3　2₀13～1₇年の成長率が低い地区
2₀13 2₀14 2₀15 2₀1₆ 2₀1₇ 2₀1₇／2₀13
?????
山西 4.₆ 山西 ₀.₈ 甘粛 ▲₀.₇ 遼寧 ▲22.4 内蒙古 ▲11.2 遼寧 ▲3.15
河北 3.4 山西 ₀.₀ 内蒙古 1.₇ 青海 2.₇ 内蒙古 ▲1.22
黒竜江 4.₀ 遼寧 ₀.1 黒竜江 2.₀ 吉林 3.5 黒竜江 2.₈₉
黒竜江 ₀.3 山西 2.2 天津 4.₀ 吉林 4.₀5
内蒙古 ₀.3 新疆 3.5 山西 4.2₇
新疆 ₀.₆ 甘粛 4.₉4
河北 1.3
陝西 1.₉
吉林 1.₉
青海 4.₉
?????
山西 4.₉ 遼寧 3.₀ 遼寧 ▲2.5 天津 3.₆ 遼寧 2.5₈
黒竜江 5.₆ 山西 3.1 山西 4.5 甘粛 3.₆ 山西 4.₈₇
遼寧 5.₈ 黒竜江 5.₇ 黒竜江 ₆.1 内蒙古 4.₀ 黒竜江 5.₉5
吉林 ₆.5 吉林 ₆.3 北京 ₆.₈ 遼寧 4.2 吉林 ₆.25
河北 ₆.5 河北 ₆.₈ 河北 ₆.₈ 吉林 5.3 内蒙古 ₆.₆₆
北京 ₆.₉ 吉林 ₆.₉ 黒竜江 ₆.4 河北 ₆.₇₀
上海 ₆.₉ 上海 ₆.₉ 北京 ₆.₇ 北京 ₆.₉2
河北 ₆.₇ 上海 ₆.₉2
上海 ₆.₉
　注）名目成長率が 5％未満，実質成長率が ₇％未満の地区で，低いもの順．単位：％．
出所）表 1と同じ．
図 1　名目成長率と実質成長率の最大・中位・最小地区の成長率推移：2₀₀₀～1₇年
出所）表 1と同じ．
（a）　名目成長率 (b)　実質成長率
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長率が相対的に低い地区は，2₀14～1₇年の各年にわたって比較的多い．2₀1₆年には実質成長率が
マイナスを記録した地区（遼寧）も出現している．
　2₀13～1₇年の平均成長率が低い地区を特定するために，2₀1₇年の総生産と2₀13年の総生産を比
較して，その間の年平均成長率（複利）をみると，年平均名目成長率が 5 ％を下回った地区は ₆ 箇
所，年平均実質成長率が ₇ ％を下回った地区は ₈ 箇所である．これらの上位 5 地区をみると，東
北の 3 地区全部と，内蒙古・山西という 2 大産炭地が含まれている．つまり，東北地域と石炭産
業依存地域が低成長の中心地となっている．
　しかも，遼寧と内蒙古については， 4 年間の年平均名目成長率がマイナスという異常さである．
内蒙古は，2₀₀4～₀5年には名目・実質成長率がともに2₀％超を記録した超高度成長地区であった
から，これは明らかな転落である．遼寧も，2₀₀3～12年の名目成長率と2₀₀2～11年の実質成長率
が 2 桁台を記録していたので，これも大きな転落である．
2 − 3 　主要工業製品の生産動向
　中国経済における現在進行中の構造的転換ないしリバランシングにより，名目 GDP に占める第
2 次産業の比重は，2₀1₀年の4₆.4％から2₀1₇年の4₀.5％へと低下する一方，第 3 次産業の比重は同
期間に44.1％から51.₆％へと上昇している2）．第 2 次産業の比重低下は，第 2 次産業付加価値の成
長率が名目 GDP の成長率を下回ることを意味する．実際，表 4 が示すように，第 2 次産業および
工業の付加価値成長率は，名目ベースでは2₀12～1₆年に GDP 成長率を 3 ポイント程度下回り，
2₀15年には 5 ポイント以上下回った．実質ベースでは，これらの差はかなり縮小するものの，2₀15
～1₇年には 1 ポイント近く下回った．
　第 2 次産業および工業の相対的な低成長を詳細にみるために，主要工業製品の生産動向をみて
みよう．『中国統計摘要』に掲載されている主要工業製品33品目について，2₀₀₀年以降の生産量が
ピークとなった年次をみると，2₀₀5年 1 品目，2₀₀₆年 1 品目，2₀13年 5 品目，2₀14年 ₆ 品目，2₀15
2 ）　2₀1₆年に 2次産業の比重は3₉.₉％まで低下したが，2₀1₇年に反転し，4₀.5％となった．
表 4　GDP，第 2次産業，工業の成長率：2₀1₀～1₇年
指標 2₀1₀ 2₀11 2₀12 2₀13 2₀14 2₀15 2₀1₆ 2₀1₇
GDP 1₈.3 1₈.5 1₀.4 1₀.2 ₈.2 ₇.₀ ₇.₉ 11.2
名目 第 2次 1₉.₆ 1₈.5 ₇.₈ ₇.1 ₆.₀ 1.₆ 5.1 12.₈
工業 1₉.₆ 1₈.2 ₇.1 ₆.4 5.2 1.1 4.₈ 13.₀
GDP 1₀.₆ ₉.5 ₇.₉ ₇.₈ ₇.3 ₆.₉ ₆.₇ ₆.₉
実質 第 2次 12.₇ 1₀.₇ ₈.4 ₈.₀ ₇.4 ₆.2 ₆.3 ₆.1
工業 12.₆ 1₀.₉ ₈.1 ₇.₇ ₇.₀ ₆.₀ ₆.₀ ₆.4
　注）単位：％．
出所）表 1と同じ．
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年 4 品目，2₀1₆年 1 品目，2₀1₇年（つまり現在も増加中）15品目となっている．つまり，33品目の
約半分が2₀13～15年にピークを記録している．
　表 5 は，2₀13年を境に，その前後 4 年間における33品目の生産量の変化をみたものである．2₀₀₉
年から2₀13年までの生産量では，3 分の 2 の品目が3₀％以上の増加を示し，残りの多くも1₀～3₀％
の増加となった．プログラム制御交換機と FAX 機のみ減少となったが，前者は2₀₀5年のピーク以
来激減傾向にあり，後者も2₀₀₆年のピーク以来激減しているので，これら 2 品目は構造的な問題
に直面しており，中国経済の成長減速とは無関係であると考えてよい．したがって，大多数の品
目について生産量は順調に増加したといってよいだろう．これに対し，2₀13年から2₀1₇年の生産
量では，増加した品目が半減し，かつ伸び率も大幅に鈍化している．同時に，半数の品目の生産
量が減少している．
　このように，2₀13年あたりを境に，工業生産の生産量の伸びは大幅に鈍化し，かつ半数の品目
では生産量が減少している．近年における中国経済の成長減速の背景には，こうした工業生産の
表 5　2₀13年を境にした前後 4年間の主要工業製品生産量の変化
変化幅 2₀13年／2₀₀₉年 2₀1₇年／2₀13年
1₀₀％超増 2 移動電話機，集積回路 ₀
₇₀⊖1₀₀％増 3
電解アルミニウム，パソコン，大中型
トラクター
1 集積回路
5₀⊖₇₀％増 ₇
複写オフセット印刷機器，エアコン，
自動車，苛性ソーダ，家庭用冷蔵庫，
鋼材，化学繊維
₀
4₀⊖5₀％増 ₆
エチレン，セメント，発電量，粗鋼，
天然ガス，糸
₀
3₀⊖4₀％増 3 硫酸，板ガラス，コークス 4 エアコン，FAX 機，自動車，電解アルミニウム
2₀⊖3₀％増 4 カラーテレビ，銑鉄，石炭，ソーダ灰 4 糸，カラーテレビ，移動電話機，天然ガス
1₀⊖2₀％増 ₆
布，製品糖，タバコ，原油，塩，化学
肥料
₆
発電量，化学繊維，苛性ソーダ，エチレン，硫
酸，ソーダ灰
₀⊖1₀％増 ₀ 1 粗鋼
₀⊖1₀％減 ₀ ₉
銑鉄，板ガラス，鋼材，布，セメント，家庭用
冷蔵庫，製品糖，タバコ，原油
1₀⊖2₀％減 ₀ ₆
複写オフセット印刷機器，コークス，石炭，化
学肥料，パソコン，塩
2₀⊖3₀％減 ₀ ₀
3₀⊖4₀％減 1 プログラム制御交換台 1 大中型トラクター
4₀⊖5₀％減 ₀ ₀
5₀％超減 1 FAX 機 1 プログラム制御交換台
出所）表 1と同じ．
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変化があるとみて間違いないだろう．これは，中国経済の状況悪化の証拠なのだろうか．
　しかし，話はそう単純ではない．ある製品の需給均衡条件より，
　　　国内供給＝総需要－海外供給
つまり，
　　　国内生産＝国内需要＋輸出－輸入
であるから，国内生産が減少するとすれば，その原因は，
　①　総需要（国内需要＋輸出）の減少
　②　輸入の増加
のいずれか，またはその両方が生じることである．さらに，③国内供給が総需要を大幅に上回る供
給過剰による国内供給減少，④原材料やインフラのボトルネックによる供給制約，も考えられる．
　①の総需要の減少については，多様な理由が考えられる．例えば，製品あるいはマーケットの
成熟化，製品の質的変化，環境制約の強化，相手国の輸入制限や規制強化，不況などである．こ
れらのうちの不況を除けば，生産量の減少は経済全体の停滞とは直接的な関係がない．②の輸入
の増加については，輸入品価格の下落，労働コスト上昇・生産性低下・増税などによる生産コスト・
輸出品価格の上昇，技術進歩の停滞，国内での供給制約・環境制約など，さまざまな理由が考え
られる．これらのうち経済全体の停滞と関係がありそうなのは，生産性低下や技術進歩の停滞で
あるが，これらは必ずしも克服不可能な要因ではない（表 ₆ ）．
表 6　国内生産の減少・停滞をもたらす要因とその例
要　因 詳　細 例
総需要
の減少
製品の成熟化 粗鋼の世界市場
製品の質的変化 固定電話から移動電話へ，パソコンからタブレットへ
環境制約の強化 自動車環境規制，石炭等の化石燃料の消費抑制
相手国の輸入制限・規制強化 中国産太陽光パネルの輸入規制
不況 リーマン・ショック後の世界経済停滞，地域経済不振
輸入の
増加
輸入品価格の下落 石油・天然ガス価格の暴落による同財の輸入増
労働コスト上昇 賃金の上昇
生産性低下 国有企業（非競争・被保護部門）における組織弱体化
増税 法人税増税，環境税の導入・強化
技術進歩の停滞 研究開発（R&D）投資の停滞，国内開発・技術導入の遅れ
供給・環境制約 石炭等の化石燃料の国内生産規制
供給過剰 過剰生産設備 鉄鋼，セメント，アルミニウム，石炭
供給制約
ボトルネック
（原材料，インフラ）
出所）筆者作成．
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3 ．成長率鈍化の分析
　第 2 節での整理と考察により，石炭が主要な工業製品である内蒙古と山西の近年における成長
率停滞の理由が理解できる．同様に，東北地域の経済的停滞も，主力工業製品の生産量減少と関
わっている可能性が高い．この節では，その真偽を確認すべく，公表されているデータをもとに
分析する．以下では，東北 3 地区と内蒙古・山西の 2 地区の計 5 地区に絞って，近年における経
済的停滞の要因を探ってみよう．
3 − 1 　産　　　業
　表 ₇ は，2₀13～1₇年または2₀13～1₆年における 5 地区総生産の産業別変化をみたものである．
表より，名目では，山西・内蒙古・遼寧・黒竜江における第 2 次産業のマイナス成長（ 3 ～ 4 年間
に1₀％以上減少）が総生産の伸びを抑制した．ただし，山西は2₀1₇年に若干回復したのに対し，内
蒙古は逆に2₀1₇年に大きな落ち込みを記録した．吉林のみ期間内における第 2 次産業のマイナス
成長がないとはいえ，ほとんどゼロ成長に近い．遼寧を除き，第 3 次産業の伸び率が第 2 次産業
の停滞をカバーしている点では共通している．遼寧では，第 3 次産業の伸び率が第 2 次産業の落
ち込みをカバーできず，大幅なマイナス成長となっている．
　一方，実質では名目とは違った動きがみられる．遼寧では第 2 次産業の不振が，山西と黒竜江
では第 2 次産業の伸び率鈍化がみられるのに対し，内蒙古では第 2 次産業の拡大がみられ，吉林
はこれらの中間となっている．名目と実質の変化の違いから， 1 つの重要な事実が浮かび上がる．
　名目変化率と実質変化率の差は，価格変化率（デフレーター変化率）に近似的に等しいので，名
目と実質の差を求めると， 5 地区のすべてにおいて第 2 次産業生産物の大幅な価格下落が生じて
いる．多くの地区では， 3 年間で 3 割の価格下落なので，年平均1₀％程度の価格下落である．第
1 次産業生産物についても価格下落が生じているが，その程度は第 2 次産業の下落を下回る．吉
林のみ，第 1 次・第 2 次産業の生産物の価格下落幅が接近している．また，遼寧では，第 3 次産
業のサービス業についてもかなりの価格下落が生じている．
　以上より，2₀13年から2₀1₆年にかけての第 2 次産業の名目付加価値の下落は，生産量の下落よ
りもむしろ，価格の下落に起因するものである．遼寧のみ生産量の若干の減少がみられるが，こ
の場合にも名目値の下落の大部分が価格の下落による．第 2 次産業生産物の価格下落は31地区全
体でもみられるが， 5 地区における価格下落の幅は経済全体の下落幅を大きく上回る．なお， 5
地区すべてにおける第 2 次産業生産物価格の大幅下落により，総生産デフレーターも下落してい
る．
　前節での考察に照らすと，「第 2 次産業の名目付加価値の下落は，生産量の下落よりもむしろ，
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価格の下落に起因する」という結論には注意が必要である．2₀13年から2₀1₇年にかけて主要工業
製品においては生産量が増加した品目と減少した品目がそれぞれ半々であった．したがって，各
品目の生産量増減が互いに相殺されて，全体の生産量変化が小さく表示されたとみなすのが適切
であろう．
　なお， 5 地区における第 2 次産業生産物の大幅価格下落により，名目ベースでみた第 2 次産業
付加価値の総生産に占める比率が大きく低下した．2₀13年から2₀1₇年にかけて，名目ベースでみ
た第 2 次産業付加価値の総生産に占める比率は，31地区全体では44.₀％から4₀.5％へと3.5ポイント
表 7　2₀13～1₇年または2₀13～1₆年における 5地区総生産の産業別変化
産業 地区
名目
2₀1₇／2₀13
名目
2₀1₆／2₀13
実質
2₀1₆／2₀13
名目－実質
2₀1₆／2₀13
変化率 寄与度 変化率 寄与度 変化率 寄与度 変化率
第 1次
山西 5.₀ ₀.3 5.₉ ₀.3 ₈.₇ ₀.5 ▲2.₈
内蒙古 4.5 ₀.4 3.₉ ₀.4 ₉.4 ₀.₇ ▲5.5
遼寧 ▲1.5 ▲₀.1 ▲1.₉ ▲₀.2 1.2 ₀.1 ▲3.1
吉林 ▲2.₆ ▲₀.3 2.2 ₀.2 13.₉ 1.4 ▲11.₇
黒竜江 2₀.₀ 3.4 ₇.₉ 1.4 1₇.₀ 1.₉ ▲₉.1
31地区計 1₈.3 1.₇ 15.1 1.4 11.₇ 1.1 3.4
第 2 次
山西 ▲₆.5 ▲3.4 ▲24.₀ ▲12.5 3.₉ 2.3 ▲2₇.₉
内蒙古 ▲2₉.₆ ▲15.₉ ▲₆.₀ ▲3.3 25.₈ 14.₉ ▲31.₈
遼寧 ▲32.₇ ▲1₆.₈ ▲3₈.4 ▲1₉.₇ ▲3.2 ▲1.₈ ▲35.2
吉林 2.1 1.1 1.₉ 1.₀ 1₉.1 1₀.5 ▲1₇.2
黒竜江 ▲2₆.₆ ▲1₀.₈ ▲24.₇ ▲1₀.₀ ₆.₉ 3.4 ▲31.₆
31地区計 2₇.₇ 12.2 13.2 5.₈ 21.2 ₉.3 ▲₈.₀
第 3 次
山西 5₀.₉ 21.3 3₆.3 15.2 25.₉ ₉.1 1₀.4
内蒙古 2₉.₀ 1₀.₇ 2₇.3 1₀.1 25.₀ ₈.₆ 2.3
遼寧 12.₀ 4.₉ 3.₉ 1.₆ 1₇.₈ ₆.₆ ▲13.₉
吉林 45.4 1₆.4 33.3 12.₀ 2₆.1 ₉.1 ₇.2
黒竜江 45.₈ 1₉.4 35.₆ 15.1 3₀.4 12.3 5.2
31地区計 53.₆ 25.₀ 3₇.₉ 1₇.₇ 25.₆ 12.₀ 12.3
総生産
山西 1₈.2 1₈.2 3.₀ 3.₀ 11.₉ 11.₉ ▲₈.₉
内蒙古 ▲4.₈ ▲4.₈ ₇.2 ₇.2 24.3 24.3 ▲1₇.1
遼寧 ▲12.₀ ▲12.₀ ▲1₈.2 ▲1₈.2 4.₉ 4.₉ ▲23.1
吉林 1₇.2 1₇.2 13.3 13.3 21.₀ 21.₀ ▲₇.₇
黒竜江 12.1 12.1 ₆.4 ₆.4 1₇.₆ 1₇.₆ ▲11.2
31地区計 3₉.₀ 3₉.₀ 24.₉ 24.₉ 22.4 22.4 2.5
　注 ）単位：％．変化率は， 4 年間または 3 年間における変化率．寄与度は， 4 年間または 3 年間における寄与度．実質
の寄与度は，2₀13年の名目値を同年の実質値とみなし，実質伸び率を加味して計算．
出所 ）中国国家統計局「統計数据」（2₀1₈年 ₆ 月25日アクセス）；国家統計局『中国統計摘要要2₀1₈』中国統計出版社，2₀1₈年；
山西省統計局「山西省2₀1₇年国民経済和社会発展統計公報」2₀1₈年 3 月 2 日；内蒙古自治区統計局「内蒙古自治区
2₀1₇年国民経済和社会発展統計公報」2₀1₈年 3 月25日；遼寧省統計局「2₀1₇年遼寧省国民経済和社会発展統計公報」
2₀1₈年 2 月11日：吉林省統計局「吉林省2₀1₇年国民経済和社会発展統計公報」2₀1₈年 3 月2₈日；黒竜江省統計局「2₀1₇
年黒竜江省国民経済和社会発展統計公報」2₀1₈年 4 月 ₉ 日より作成．
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低下したが，山西は52.2％から41.3％へ1₀.₉ポイント下落，内蒙古は53.₈％から3₉.₈％へ14.₀ポイン
ト下落，遼寧は51.3％から3₉.3％へ12.1ポイント下落，吉林は52.₇％から45.₉％へ₆.₈ポイント下落，
黒竜江は4₀.4％から2₆.5％へ14.₀ポイント下落した．それとは逆に，第 3 次産業の構成比はぞれぞ
れ，11.₆，13.1，11.1，₈.₇，12.₈ポイント上昇した．このように， 5 地区では31地区平均と比べて，
近年，工業からサービスへの供給面でのリバランシング（構造的転換）が急速に進んだのである．
3 − 2 　業　　　種
　表 ₈ は，2₀13～1₆年における 5 地区総生産（名目）の業種別構成比，付加価値変化率および寄与
度をみたものである．この 3 年間に付加価値変化率が比較的高い伸び率を示した業種は，その他
業種を除くと，金融業，宿泊・飲食業（遼寧を除く），卸売・小売業であり，伸び率が大幅に低下
表 8　 5地区の名目総生産に占める各業種の構成比，付加価値変化率，寄与度
業種 地区
構成比 2₀1₆/2₀13
業種 地区
構成比 2₀1₆/2₀13
2₀13 2₀1₆ 変化率 寄与度 2₀13 2₀1₆ 変化率 寄与度
工業
山西 4₆.1 31.₈ ▲2₉.₀ ▲13.4
宿泊
飲食業
山西 2.2 2.₉ 3₇.₆ ₀.₈
内蒙古 4₇.₀ 3₉.₉ ▲₉.₀ ▲4.2 内蒙古 2.₈ 3.₈ 45.5 1.3
遼寧 45.2 3₀.₆ ▲44.₆ ▲2₀.1 遼寧 2.₀ 2.1 ▲14.₈ ▲₀.3
吉林 4₆.4 41.1 ₀.2 ₀.1 吉林 2.1 2.5 3₇.1 ₀.₈
黒竜江 35.2 23.₇ ▲2₈.4 ▲1₀.₀ 黒竜江 2.₇ 3.4 34.₈ ₀.₉
農林牧
漁業
山西 ₆.1 ₆.3 ₆.5 ₀.4
金融業
山西 ₆.4 ₉.3 4₉.1 3.1
内蒙古 ₉.4 ₉.2 4.1 ₀.4 内蒙古 3.₇ 5.5 5₈.₇ 2.2
遼寧 ₈.5 1₀.3 ▲1.1 ▲₀.1 遼寧 4.₆ ₈.2 4₆.4 2.1
吉林 11.₆ 1₀.5 2.₆ ₀.3 吉林 3.1 4.5 ₆5.1 2.₀
黒竜江 1₇.4 1₇.₈ ₈.5 1.5 黒竜江 4.2 5.₉ 4₈.₆ 2.₀
建築業
山西 ₆.1 ₆.₉ 15.₆ 1.₀
不動産
業
山西 4.4 5.4 24.1 1.1
内蒙古 ₆.₉ ₇.3 13.₈ 1.₀ 内蒙古 2.5 2.5 ₉.5 ₀.2
遼寧 ₆.₆ ₈.5 4.1 ₀.3 遼寧 4.4 4.₇ ▲12.₉ ▲₀.₆
吉林 ₆.4 ₆.5 14.3 ₀.₉ 吉林 3.3 3.2 1₀.4 ₀.3
黒竜江 5.₈ 5.₇ 3.₆ ₀.2 黒竜江 3.₈ 4.₀ 11.₈ ₀.4
卸売
小売業
山西 ₇.₇ ₈.1 ₈.₉ ₀.₇
その他
業種
山西 14.₈ 22.3 55.3 ₈.2
内蒙古 ₉.1 1₀.2 1₉.₀ 1.₇ 内蒙古 11.₀ 15.4 5₀.₈ 5.₆
遼寧 ₈.₉ 12.₇ 1₇.₀ 1.5 遼寧 14.₇ 1₇.3 ▲3.4 ▲₀.5
吉林 ₇.₈ ₈.1 1₉.₀ 1.5 吉林 15.5 1₉.₈ 44.₆ ₆.₉
黒竜江 ₉.₈ 11.₇ 2₆.3 2.₆ 黒竜江 1₆.₈ 23.₀ 45.3 ₇.₆
交通運輸
倉庫
郵政業
山西 ₆.2 ₇.1 1₈.₉ 1.2
全産業
山西 1₀₀.₀ 1₀₀.₀ 3.₀ 3.₀
内蒙古 ₇.₇ ₆.3 ▲12.3 ▲₀.₉ 内蒙古 1₀₀.₀ 1₀₀.₀ ₇.2 ₇.2
遼寧 5.1 5.₆ ▲1₀.₈ ▲₀.₆ 遼寧 1₀₀.₀ 1₀₀.₀ ▲1₈.2 ▲1₈.2
吉林 3.₈ 3.₈ 12.₀ ₀.5 吉林 1₀₀.₀ 1₀₀.₀ 13.3 13.3
黒竜江 4.2 4.₉ 2₆.₀ 1.1 黒竜江 1₀₀.₀ 1₀₀.₀ ₆.4 ₆.4
　注）単位はすべて％．変化率＝2₀1₆年の数値÷2₀13年の数値．寄与度は2₀13年をベースとする数値．
出所）中国国家統計局「統計数据」（2₀1₈年 ₆ 月25日アクセス）より作成．
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したのは工業（吉林を除く）である．交通運輸・倉庫・郵政業では地区差があり，黒竜江・山西・
吉林では増加する一方，内蒙古と遼寧では減少した．また，遼寧では，工業，宿泊・飲食業，不
動産業，交通運輸・倉庫・郵政業など多くの業種で付加価値が減少している．以上より，2₀13～
1₆年における 5 地区の経済的不振の最大要因は工業の付加価値減少であり，遼寧では工業を含む
多くの業種で付加価値減少がみられるなど最も深刻な状況に直面していた可能性がある．
3 − 3 　主要工業製品
　表 ₉ は，主要工業製品のうち，2₀13年における 5 地区の全国シェアが 2 ％以上の品目について，
2₀13年から2₀1₆年にかけての生産量の増減をみたものである．山西では，全国シェアが 2 ％以上
の1₀品目のうちの ₉ 品目において生産量が減少し，特に，板ガラス，セメント，粗鋼，銑鉄の落
ち込みが大きい．内蒙古では12品目のうち ₈ 品目で生産量が減少し，特に，塩，炭酸ナトリウム，
農薬，石炭の落ち込みが大きい．遼寧では14品目のうち ₈ 品目で生産量が減少した．特に，カ
表 9　2₀13～1₆年における 5地区の全国シェア 2％以上（2₀13年時点）の主要工業製品生産量の増減
₇₀⊖₈₀％増 製品糖
₆₀⊖₇₀％増 プラスチック
5₀⊖₆₀％増 苛性ソーダ 自動車
4₀⊖5₀％増 プラスチック
エチレン，プラス
チック
3₀⊖4₀％増 天然ガス
2₀⊖3₀％増 エチレン 発電機器
1₀⊖2₀％増 発電量 発電量 エチレン 天然ガス
₀ ⊖1₀％増 銑鉄，原油，粗鋼 ビール，原油
₀ ⊖1₀％減
窒素・燐・化学肥料，
発電量，鋼材，コー
クス，石炭
セメント，粗鋼，
ビール，コークス
自動車，コークス
ビール，原
油
1₀⊖2₀％減 粗鋼，銑鉄
炭酸ナトリウム，
農薬，石炭
金属工作機械，鋼
材，ビール
天然ガス
2₀⊖3₀％減 板ガラス，セメント
3₀⊖4₀％減 塩 セメント
4₀⊖5₀％減 大中型トラクター
5₀⊖₆₀％減 板ガラス
₆₀⊖₇₀％減 カラーテレビ
地　区 山西 内蒙古 遼寧 吉林 黒竜江
品目数 1₀ 12 14 5 ₇
出所 ）中国国家統計局「統計数据」（2₀1₈年 ₆ 月25日アクセス）；国家統計局能源統計司編『中国能源統計年鑑』2₀14年版お
よび2₀1₇年版より作成．
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ラーテレビ，板ガラス，セメント，金属工作機械，鋼材，ビールの落ち込みが目立つ．吉林では
5 品目のうち生産量が減少したのは 3 品目で，天然ガスの減少幅が大きい．黒竜江では ₇ 品目の
うち生産量が減少したのは大中型トラクターのみで，他の ₆ 品目は増加した．
　このように，製品糖，苛性ソーダ（ともに内蒙古），自動車（吉林），プラスチック（遼寧，内蒙
古，黒竜江），エチレン（黒竜江，遼寧）や発電量（内蒙古，遼寧）のように，生産量が増加した品
目がある一方で，カラーテレビ（遼寧），板ガラス（遼寧，山西），大中型トラクター（黒竜江），セ
メント（遼寧，山西），石炭（内蒙古，山西），コークス（山西，内蒙古，遼寧），粗鋼・鋼材・銑鉄
（山西，内蒙古）のように減少した品目もある．減少した品目のうち，セメント，石炭，板ガラス
や鉄鋼は，アルミニウムや建設などともに「過剰設備部門」とみなされている3）．
3 − 4 　経 営 形 態
　中国の統計では，工業企業のうち，一定規模，例えば主管業務収入が2,₀₀₀万元以上の工業企業
（2₀11年から）4）は「規模以上工業企業」と呼ばれる．表1₀は，規模以上工業企業およびその大部分
を占める国有株式工業企業（以下では国有という），私営工業企業（以下では私営），外商・港澳台
商投資工業企業（いわゆる外資系および香港・マカオ・台湾系の企業．以下では外資），さらには大中
型工業企業の主管業務収入，利潤総額，欠損（赤字）総額をみたものである．ここで主管業務収入
とは，商品販売や労働サービス提供による主管業務の収入のことである．
　2₀1₀年から2₀13年にかけての主管業務収入では，遼寧と黒竜江の一部を除き，大半の工業企業
で高い伸び率を記録している．しかし，2₀13年から2₀1₆年にかけては大半の工業企業で伸び率が
マイナスとなり，しかも全国平均をかなり下回る結果となっている．山西では国有と私営，内蒙
古では国有と外資，遼寧では国有・私営・外資のすべて，吉林では外資，黒竜江では国有において，
主管業務収入が 3 年間で 2 ～ ₈ 割減少した．多くの場合，国有の収入激減が目立っている．
　2₀13年以降における国有の経営悪化は，利潤総額と欠損総額の数値からも確認される．2₀13年
以降， 5 地区すべてにおいて国有の利潤総額が大幅に減少し，内蒙古・遼寧・黒竜江では欠損総
額も拡大している．国有以外では，遼寧の私営と外資の利潤総額の大幅減少が目立っている．
　以上より，2₀13年以降の経営悪化は，国有を中心に発生し，一部地区では私営や外資でも生じ
ている．
3）　IMF（2₀1₆b）, p. 2₀. 過剰設備の問題は，過剰貯蓄，過剰投資，過剰債務（過剰な信用拡張）などの問
題と関わっている．これらについては，IMF が詳細な分析を行っている（IMF　2₀15，2₀1₆a，2₀1₆b，
2₀1₇a，2₀1₇b）．
4）　1₉₉₈年から2₀₀₆年までは国有工業企業の全部および主管業務収入5₀₀万元以上の非国有工業企業，2₀₀₇
年から2₀1₀年までは主管業務収入5₀₀万元以上の工業企業が「規模以上工業企業」とされた．
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3 − 5 　需　　　要
　 3 ⊖ 4 までは供給面から成長率鈍化の要因を探ってきたが，以下では需要面から考察する．
　表11は，支出面からみた GDP（名目），つまり名目 GDE（国内総支出）を需要項目別にみたもの
である．2₀1₀～13年の期間，内蒙古と黒竜江では投資主導の成長であり，他の地区ではやや消費
主導の成長が実現していた．2₀13～1₆年になると，消費主導型の経済成長が明確となった．経済
表10　 5地区の経営形態別主管業務収入，利潤総額，欠損総額
企業形態等 地区
主管業務収入 利潤総額 欠損総額
2₀1₆年
変化率
A
変化率
B 2₀1₆年 差額 A 差額B 2₀1₆年 差額 A 差額B
国有株式
工業企業
山西 ₇,₈1₀ 4₆.2 ▲24.1 115 ▲1₈₆ ▲242 241 115 34
内蒙古 5,3₀₀ 4₆.₉ ▲1₉.2 1₆4 ₉₈ ▲55₈ 355 ₉₇ 22₆
遼寧 ₉,₈₆5 4.4 ▲1₉.5 ▲22 ▲12₀ ▲2₆2 4₇3 135 23₆
吉林 ₇,₉4₉ 51.₇ ▲₆.₇ 4₆4 13₀ ▲₈₇ 1₆5 ₈1 22
黒竜江 4,5₇2 11.3 ▲31.₈ ▲₉2 ▲122 ▲₈4₉ 2₈₀ 111 14₇
31地区計 23₈,₉₉₀ 32.₇ ▲₇.3 12,324 1,1₈₀ ▲3,5₉3 4,₉₆2 1,₆5₉ 2,1₇₀
私営
工業企業
山西 3,₇54 135.₈ ▲2₆.₇ 1₀1 1₀ ▲24 ₇1 ₆₇ ▲1₇
内蒙古 5,51₇ 4₉.₆ ₆.3 3₇4 123 ▲₈₀ 3₀ 2₀ 1
遼寧 4,₆4₈ ₇3.₇ ▲₈₀.₆ 152 ₆1₉ ▲1,5₀₉ ₆₀ 1₈ 2₆
吉林 ₆,₉2₀ ₆₉.5 24.5 321 11₈ 3₉ ₇ ▲ 1 3
黒竜江 2,₉₈5 ₈₉.5 ▲₈.₀ 14₀ 31 ▲5₇ 14 1₀ ₀
31地区計 41₀,1₈₈ ₆4.₆ 1₉.₉ 25,4₉5 ₈,225 2,1₆₈ ₈4₆ 4₆2 1₀2
外商・港澳
台商投資
工業企業
山西 1,2₉1 ₆₉.1 ₉.₈ ₇2 ▲ ₇ ▲3 22 5 4
内蒙古 1,515 4₉.3 ▲1₆.₈ 11₇ ▲22 ▲34 11 2 3
遼寧 ₆,₀15 2₆.₀ ▲3₀.3 3₈2 ▲5₀ ▲1₈4 12₈ ₆₈ 3₇
吉林 2,₀34 ▲4.5 ▲24.₀ ₉₈ ▲2₆₈ ▲32 54 15 34
黒竜江 1,2₆1 3₉.₉ ▲3.4 ₉4 ▲13 21 1₀ 4 ▲4
31地区計 25₀,3₉3 2₈.₇ 3.1 1₇,5₉₇ ₇₈3 1,₇₉5 25 1₀ 4
大中型
工業企業
山西 11,2₉5 4₀.₀ ▲24.2 2₀₆ ▲3₉3 ▲2₈2 32₀ 1₈3 1₇
内蒙古 12,₀₆2 51.2 ▲5.5 ₈4₆ 1₆2 ▲54₆ 3₆₉ 1₀2 232
遼寧 15,25₆ 4₀.₈ ▲41.₉ 3₇1 215 ▲₉5₈ 53₀ 1₉1 232
吉林 12,2₀4 5₈.₈ ▲3.₇ ₇₆4 21₆ ▲3₇ 1₉4 ₉5 32
黒竜江 ₆,₆2₈ 1₇.₆ ▲23.₆ ₇3 ▲14₇ ▲₈22 2₉1 122 145
31地区計 ₇22,₉34 51.5 ₈.₇ 4₆,1₉3 ₉,₀3₀ 2,1₈₆ ₆,₀₇₇ 2,42₈ 2,2₀₇
規模以上
工業企業
山西 14,22₆ 44.₇ ▲22.₇ 2₉5 ▲344 ▲32₀ 3₉₉ 212 2₆
内蒙古 2₀,₀5₇ 5₀.₈ ▲₀.₇ 1,344 32₆ ▲₆₇₀ 444 15₀ 243
遼寧 22,₀3₉ 43.₀ ▲5₇.2 5₇5 ₆₀5 ▲2,4₀1 ₆43 22₀ 2₇1
吉林 23,431 ₇5.4 5.₆ 1,2₆₈ 435 ▲1₀ 22₇ ₉₉ 44
黒竜江 11,34₈ 3₈.4 ▲1₇.2 2₉₆ ▲₆3 ▲₈₉₀ 32₈ 13₉ 15₀
31地区計 1,15₈,₉₉₉ 4₈.₉ 11.₆ ₇1,₉21 15,32₉ 3,543 ₈,2₉₀ 3,212 2,₇1₈
　注 ）単位：億元．変化率 A ＝2₀13年の数値÷2₀1₀年の数値（％），変化率 B ＝2₀1₆年の数値÷2₀13年の数値（％）．差額
A ＝2₀13年の数値－2₀1₀年の数値（億元），差額 B ＝2₀1₆年の数値－2₀13年の数値（億元）．
出所）中国国家統計局「統計数据」（2₀1₈年 ₆ 月25日アクセス）より作成．
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成長率が全国平均を下回る 5 地区では，特にこの傾向が強く出ている．唯一の例外は吉林であり，
やや消費主導から，やや投資主導へと変化している．
　2₀13～1₆年の期間，内蒙古・遼寧・黒竜江では投資の伸び率がマイナスとなり，山西と吉林で
もその伸び率は非常に低い．この意味で，最近における 5 地区の成長率鈍化は，投資の減少や伸
び悩みに起因するものである．
　消費主導の成長とはいえ，2₀13～1₆年における名目最終消費の伸び率は，2₀1₀～13年の伸び率
を大幅に下回る．最終消費の内訳でも同じ傾向がみられる．また，山西・内蒙古・黒竜江では個
人消費の伸び率が高く，政府消費の伸び率を大幅に上回る．遼寧と吉林では，個人消費と政府消
費の伸び率は互いに拮抗している．個人消費の内訳をみると，山西と遼寧では都市個人消費の伸
び率が比較的高く，内蒙古と吉林では農村個人消費の伸び率がやや高い．黒竜江では，農村個人
表11　 5地区における需要項目別の動向
項目 地区 2₀1₆年
変化率
A
変化率
B 寄与度 項目 2₀1₆年
変化率
A
変化率
B 寄与度
最終
消費
山西 ₇,451 4₉.₇ 2₀.5 1₀.1
個人
消費
5,533 4₇.₉ 2₆.5 ₉.2
内蒙古 ₈,₀31 5₀.2 1₆.₆ ₆.₈ 5,₆₀₈ 5₉.₀ 31.₀ ₇.₉
遼寧 13,15₀ 52.1 1₇.3 ₇.1 1₀,3₆₈ 5₆.₀ 1₇.2 5.₆
吉林 5,5₆₇ 45.₆ 1.2 ₀.5 3,₈₀3 4₈.4 1.1 ₀.3
黒竜江 ₉,5₈₀ 42.₆ 2₀.3 11.2 ₆,₆1₉ 42.5 33.₀ 11.4
31地区計 3₉₆,₉54 4₈.₀ 32.₆ 15.5 2₉4,2₇2 4₉.3 35.₈ 12.3
資本
形成
山西 ₉,4₆4 4₆.₉ 3.2 2.3
農村
個人
消費
1,5₀4 4₉.₈ 15.5 1.₆
内蒙古 12,₆1₈ ₇4.4 ▲1₉.₈ ▲1₈.5 1,2₈5 ₆2.₆ 5₀.1 2.5
遼寧 ₉,₆₈2 4₇.1 ▲42.₉ ▲2₆.₈ 1,₇3₆ 54.3 11.₉ ₀.₇
吉林 1₀,153 31.3 4.₆ 3.2 1,₀34 5₈.₉ 5.₀ ₀.4
黒竜江 ₉,3₆₀ ₆₇.5 ▲₀.₈ ▲₀.5 1,₆₀₈ 5₀.₇ 3₀.₉ 2.₆
31地区計 42₆,₉₈₉ 5₀.3 1₆.₆ ₉.₆ ₆₈,₉35 4₉.₇ 3₆.₉ 3.₀
純輸出
山西 ▲3,₈₆₀ ▲₈.₈
都市
個人
消費
4,₀3₀ 4₇.1 31.2 ₇.₆
内蒙古 ▲2,521 1₉.4 4,323 5₈.1 2₆.2 5.3
遼寧 ▲5₈5 1.₈ ₈,₆31 5₆.3 1₈.3 4.₉
吉林 ▲₉43 2.3 2,₇₆₉ 45.₀ ▲₀.3 ▲₀.1
黒竜江 ▲3,554 ▲3.₈ 5,₀11 4₀.₀ 33.₇ ₈.₈
31地区計 ▲43,₈₆₈ ▲1.₆ 225,33₇ 4₉.3 35.4 ₉.4
国内
総支出
山西 13,₀5₆ 3₇.₀ 3.₆ 3.₆
政府
消費
1,₉1₈ 54.1 ₆.₀ ₀.₉
内蒙古 1₈,12₈ 44.2 ₇.₇ ₇.₇ 2,423 3₇.₇ ▲₇.1 ▲1.1
遼寧 22,24₇ 4₆.₇ ▲1₇.₈ ▲1₇.₈ 2,₇₈2 3₉.1 1₇.5 1.5
吉林 14,₇₇₇ 4₉.1 ₆.₀ ₆.₀ 1,₇₆5 3₉.₈ 1.5 ₀.2
黒竜江 15,3₈₆ 3₈.₇ ₇.₀ ₇.₀ 2,₉₆1 42.₇ ▲₀.₉ ▲₀.2
31地区計 ₇₈₀,₀₇5 43.₈ 23.₈ 23.₈ 1₀2,₆₈2 44.5 24.1 3.2
　注 ）単位：億米ドル．変化率 A ＝2₀13年の数値÷2₀1₀年の数値（％），変化率 B ＝2₀1₆年の数値÷2₀13年の数値（％）．
寄与度は2₀13年をベースとする数値．
出所）中国国家統計局「統計数据」（2₀1₈年 ₆ 月25日アクセス）より作成．
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消費と都市個人消費の伸び率は拮抗している．
　次に，表12により，輸出と輸入の動向をみると，2₀13年以降，輸出の伸び率は激減し，遼寧・
吉林・黒竜江では大幅なマイナス成長を記録した．山西と内蒙古でも，プラスの伸び率は大幅に
鈍化した．一方，輸入は2₀13年を境にプラス成長からマイナス成長となった．経営単位所在地で
みると，遼寧・吉林・黒竜江では輸出が輸入以上に減少し，山西と内蒙古では輸出が増加する一方，
輸入が減少している．仕向地・原産地でみると，黒竜江のみ輸出の減少率が輸入の減少率を上回っ
ている．
　IMF は2₀1₆年の報告書において，中国経済の最近の成長減速は投資と輸出の減速が主因である
と指摘した（IMF 2₀1₆a, pp. ₈ ⊖1₀）．本節で取り上げた 5 地区のなかには投資と輸出の減速どころ
か減少に直面した地区もある．そして，投資や輸出の減速ないし減少は，工業部門の付加価値減
少や一部工業製品の生産量減少，国有企業や一部私営・外資企業の経営悪化と関係していると考
えられる．
表12　 5地区における輸出・輸入の動向
項目 地区
経営単位所在地 仕向地・原産地
2₀1₆年 変化率 A 変化率 B 2₀1₆年 変化率 A 変化率 B
輸出
山西 ₉₉.3 ₇₀.₀ 24.2 125.3 44.₆ 2₈.5
内蒙古 44.₀ 22.₇ ₇.4 52.₀ 2₀.₆ ▲1.1
遼寧 43₀.₆ 4₉.₇ ▲33.3 44₈.1 24.4 ▲1₆.1
吉林 42.₀ 5₀.₆ ▲3₇.₆ 4₉.1 2₆.5 ▲13.₉
黒竜江 5₀.4 ▲₀.3 ▲₆₉.₀ 4₉.2 43.₉ ▲5₉.₈
31地区計 2₀,₉₇₆.3 4₀.₀ ▲5.₀ 2₀,₉₇₆.3 4₀.₀ ▲5.₀
輸入
山西 ₆₇.3 ▲1.₀ ▲13.₇ ₆3.1 4.1 ▲14.₈
内蒙古 ₇2.4 4₆.5 ▲₈.3 ₈₀.3 24.₇ ▲12.1
遼寧 434.₉ 32.₈ ▲12.₉ 513.1 2₉.₈ ▲24.5
吉林 142.5 54.4 ▲25.4 143.3 55.₇ ▲2₆.5
黒竜江 115.₀ 145.2 ▲4₉.2 ₉₀.2 54.1 ▲4₀.5
31地区計 15,₈₇₉.3 3₉.₇ ▲1₈.₆ 15,₈₇₉.3 3₉.₇ ▲1₈.₆
輸出入
差額
山西 32.₀ ₆2.2
内蒙古 ▲2₈.4 ▲2₈.3
遼寧 ▲4.3 ▲₆5.₀
吉林 ▲1₀₀.5 ▲₉4.3
黒竜江 ▲₆4.₇ ▲41.₀
31地区計 5,₀₉₇.₀ 5,₀₉₇.₀
　注 ）単位：億米ドル，％．変化率 A ＝2₀13年の数値÷2₀1₀年の数値（％），変化率 B ＝2₀1₆年
の数値÷2₀13年の数値（％）．
出所）表11と同じ．
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4 ．考　　　察
4 − 1 　名目成長率低下の背景
　本稿では，2₀14年頃から顕在化した一部地区の名目成長率の低さに注目して，これら地区が，遼
寧・黒竜江・吉林という中国東北地域および内蒙古・山西という中国 2 大石炭産地に集中してい
ることを抽出した．特に，遼寧の2₀1₆年名目成長率マイナス22.4％，内蒙古の2₀1₇年名目成長率マ
イナス11.2％は，かつてない異常な低さである．ただし，それぞれの実質成長率は，マイナス
2.5％とプラス4.₀％であったから不思議である．これは，その年の総生産デフレーター変化率がマ
イナス2₀％，マイナス15％であったことを意味する．
　こうした状況を理解すべく，本稿では現在進行中のリバランシング（構造的転換）に注目し，
2₀12年以降，第 2 次産業と工業の名目成長率が GDP 成長率を大きく下回り始めたこと（2₀1₇年に
は逆転），実質成長率では2₀15年から第 2 次産業・工業と GDP の各成長率の間で乖離が生じてい
ることを確認した．
　そこで次に，第 2 次産業と工業の相対的な低成長を探るべく，2₀13年前後の主要工業製品生産
量の変化に着目した．その結果，どの製品の生産量も2₀13年前後から伸び率が大幅に鈍化し，半
数の品目では伸び率がマイナスとなったことが判明した．ただし，生産量が増加した品目も半数
あるので，工業部門全体の生産量が増減したかどうかは，これらだけでは判定できない．いずれ
にせよ，工業部門全体が低成長に直面するなかで，生産削減に追い込まれている品目が少なから
ず存在することが確認された．
　日本を含む世界のメディアや一部の批評家が2₀14年あたりから中国経済の成長減速を重大視し，
高成長の終わりと低成長・マイナス成長への突入を示唆していた背景には，当時のこうした状況
があった．しかし，一部地区の名目成長率激減や一部製品の生産激減があるからといって，経済
全体が危機に陥っていると考えるのは早計かもしれない．表 ₆ に要約したように，生産の減少や
削減をもたらす要因は多様であり，製品ごとに，地区ごとに異なる要因に直面している可能性が
ある．あるいは，不況や停滞とは無関係な要因で減少や削減が生じた可能性もある．こうした検
討を抜きにして，一部の数値の低下だけから危機と結論付けることはできない．
　IMF（2₀1₆b）も指摘するように，石炭・鉄鋼・セメント・板ガラス・アルミニウムなど一部品
目の生産過剰・過剰設備体質が生産停滞や生産量減少を招いていることは事実であろう．しかし，
その一方で別の要因も存在することを無視すべきでない．
　例えば，2₀14年から2₀1₆年にかけて中国の輸入額が3,₇25憶ドル減少し，1₉％減となったことを
取り上げよう．単純なマクロ経済学では，輸入は国内経済の増加関数とされるので，輸入の減少
は国内経済の悪化と理解されるかもしれない．もう少しまともなマクロ経済学では，為替レート
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も変数に加えられる．自国通貨が増価すれば輸入価格が高くなって，輸入量が減少するといった
面も考慮される．ここでは，単純な事実の確認にとどめよう．
　表13は，2₀14～1₆年における中国の輸入額の変化を主要品目についてみたものである．減少額
の大きい順に並べてある．ここで第 1 位の原油が，金額で4₉％減なのに，輸入量は23.₆％増加して
いることに気づく．これは輸入価格が ₆ 割近く下落したことを意味する．第 2 位の鉄鉱石も，金
額は3₈.4％減なのに，輸入量は₉.₈％増加し，輸入価格が 4 割以上下落している．プラスチック材
料や銅・銅材も金額と輸入量の変化は逆である．
　原油に関していえば，国内生産は，2₀14年の2.114億トンから2₀1₆年の1.₉₉₇億トン（2₀1₇年は
1.₉15億トン）へと5.₆％，₀.11₇億トン減少したが，原油輸入量は32.5％，₀.₉₉3億トン増加した．そ
の結果，国内生産量 + 輸入量は，1₇.₈％，₀.₈₇₆億トン増加した．この単純な事実は，国内生産の
減少と輸入額の減少から国内景気悪化という結論を引き出すことがいかに不適切かを物語る．
　プラスチック材料についても同様である．金額では 2 年間で約 2 割減となっているが，それは
価格下落によるもので輸入量は若干増加している．表 ₉ でみたように，遼寧・内蒙古・黒竜江では，
多品目の生産量減少があるなかで，プラスチックの生産量は激増している成長品目なのである．
　自動車の輸入については，金額の減少の大半が輸入数量の減少によるものである．その一方で，
自動車の国内生産は，2₀14年の2,3₇2.5万台から2₀1₆年の2,₈11.₉万台（2₀1₇年は2,₉₀1.₈万台）へと 2
年間で1₈.5％，43₉.4万台の増加である．このことは，自動車生産基地の 1 つである吉林省におい
て，2₀13～1₆年の 3 年間に自動車生産台数が5₀％以上増加した事実とも符合する．
　石炭については別の論文（谷口，2₀1₇）で取り上げたように，上記とは別の解釈が必要である．
なぜなら，石炭の輸入額，輸入価格，輸入量はすべて減少し，国内生産も，2₀13年の3₉.₇4億トン
のピークを境に減少し，2₀1₆年には34.11億トンまで減少したからである（2₀1₇年は若干回復して
表13　2₀14年から2₀1₆年にかけての輸入の変化
品目
2₀14年
金額
2₀1₆年
金額
変化
金額
変化（％）
価格 数量 金額
輸入合計 1₉,₆₀3 15,₈₇4 ▲3,₇25 ▲1₉.₀
　原油 2,2₈3 1,1₆5 ▲1,11₈ ▲5₈.₇ 23.₆ ▲4₉.₀
　鉄鉱石等 ₉3₆ 5₇₇ ▲3₆₀ ▲43.₉ ₉.₈ ▲3₈.4
　自動車 ₆₀₆ 445 ▲1₆1 ▲2.₆ ▲24.₆ ▲2₆.₆
　製品油 234 111 ▲123 ▲4₈.₈ ▲₇.2 ▲52.5
　液晶パネル 43₈ 31₈ ▲11₉ ▲₉.₈ ▲1₉.3 ▲2₇.2
　プラスチック材料 51₆ 413 ▲1₀2 ▲21.₀ 1.4 ▲1₉.₉
　銅・銅材 35₆ 2₆4 ▲₉3 ▲2₇.₈ 2.5 ▲2₆.₀
　その他燃料油 1₀₉ 2₇ ▲₈2 ▲₆2.5 ▲34.2 ▲₇5.3
　石炭・褐炭 222 142 ▲₈1 ▲2₇.5 ▲12.3 ▲3₆.4
　注）億ドル，万トン（自動車は万輌，液晶パネルは万個）．
出所）海関統計資訊網（http://www.chinacustomsstat.com/）のデータより作成．
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35.24億トン）．これだけをみれば，世界最大の生産量であり，かつ中国最大のエネルギー源である
石炭の凋落とそれに伴う経済の失速を連想しがちである．しかも，石炭は過剰設備部門の代表で
ある．
　しかし，石炭には石油や天然ガスという強力な代替財がある．原油については，すでに言及し
たように，国内生産量 + 輸入量は増加している．天然ガスの国内生産は，2₀13年の1,2₀₈.₆億㎥か
ら，2₀1₆年の1,3₆₈.₀億㎥，2₀1₇年の1,4₈₀.3㎥へと，ずっと増加傾向をたどっている．こうした状
況を反映して，エネルギー消費量は2₀13年から2₀1₆年の間に41.₇億トン（標準炭換算，以下同じ）
から43.₆憶トン（2₀1₇年44.₉億トン）へと増加し，うち石炭は2₈.1億トンから2₇.₀億トンへ減少
（2₀1₇年は2₇.1億トン）する一方，石油は₇.1億トンから₈.1億トン（2₀1₇年₈.4億トン）へ，天然ガス
は2.2億トンから2.₇億トン（2₀1₇年3.1億トン）へと増加している．
　これは要するに，エネルギー消費量と温室効果ガス排出量の抑制，石炭の過剰生産体質，石炭
と比較しての原油・天然ガスの相対価格の下落という要素が重なって，石炭から石油・天然ガス
への代替が進行していることを意味する5）．
　このように， 2 ⊖ 3 で言及したように，名目金額や生産量の変動をどのように解釈するかは，単
純な作業ではない．ましてや 1 つのマクロ的集計変数の動向だけで経済全体の動向を語ることは
不適切である．
4 − 2 　成長率鈍化の解釈
　第 3 節では，近年における成長率が相対的に低い 5 地区（東北 3 地区と山西・内蒙古の 2 大産炭地
区）を取り上げて， 5 地区における産業別・業種別の動向，主要工業製品の生産動向，経営形態別
動向，需要動向や輸出入動向についてみた．
　産業別・業種別動向では，吉林を除く 4 地区において，第 2 次産業と工業の名目成長率が2₀13
年以降マイナスとなっていることを確認した．吉林のみ若干のプラスであるが，ほとんどゼロ成
長に近い．遼寧では，工業だけでなく，宿泊・飲食業，不動産業，交通運輸・倉庫・郵政業でも
マイナス成長である．これらの単純な事実から， 5 地区は共通の状況に直面しているというより，
4 地区と吉林，そして 4 地区のなかでも 3 地区と遼寧の間には微妙な相違があると考えられる．
　一方，実質成長率は，名目成長率とは異なる動きを示している．第 2 次産業のマイナス成長は，
遼寧を除くと消えてしまい，遼寧についてもほとんどゼロ成長に近い．このことは，第 2 次産業
の生産物価格が大幅に下落していることを示している．生産物価格の下落は，第 1 次産業の生産
物についてもみられ，遼寧では第 3 次産業のサービスについても生じている． 5 地区における第
1 次・第 2 次産業の生産物価格の下落傾向は，中国経済全体と比べても際立っている． 5 地区に
5）　谷口（2₀1₇）を参照．
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おける価格下落が他地区と比べてなぜ高いのかは，重要な研究テーマである．内蒙古と吉林の実
質成長率は他地区と比べても遜色がないので，これら地区については，不況や停滞を理由にする
ことはできない．
　他方，この段階で遼寧の不振の原因を深刻な不況と結論付ける前に確認すべき点がある．遼寧
では，確かに名目成長率がマイナスの業種がある一方で，金融業や卸売・小売業のように比較的
順調な業種もある．また，マイナス成長は，数量の減少よりも価格の下落による可能性もある．
そこで， 5 地区における主要工業製品の生産動向について，2₀13年段階で全国シェアが 2 ％以上
の品目に絞ってみると，製品糖，苛性ソーダ，自動車，プラスチック，エチレンや発電量のよう
に，生産量が増加した品目がある一方，カラーテレビ，板ガラス，大中型トラクター，セメント，
石炭，コークス，粗鋼・鋼材・銑鉄のように減少した品目もある．減少した品目には，セメント，
石炭，板ガラスや鉄鋼などの「過剰設備部門」の品目も混ざっている．
　特に名目成長率の低下が際立つ遼寧についてみると，14品目のうち，2₀13～1₆年に生産量が増
加した品目は ₆ ，減少した品目は ₈ であった．鉄関係では，銑鉄と粗鋼が増加する一方，鋼材が
減少した．セメントや板ガラスといった過剰設備部門では，生産量が激減した．生産量が減少し
た品目のなかには，自動車のように国内生産が増加傾向にある品目もある．このように，遼寧に
おける生産動向からは，不況・停滞一色という結論を導くことは難しい．
　次に検討した経営形態では，新たな側面が浮かび上がる．工業企業の主管業務収入について経
営形態別の動向をみると，2₀13年以前は，大半の工業企業で高い伸び率を記録していたが，2₀13
年から2₀1₆年にかけては大半の工業企業で伸び率がマイナスとなり，しかも全国平均をかなり下
回っている．とりわけ，国有の収入激減が目立ち，一部地区では私営や外資でも主管業務収入の
大幅減少が生じている．国有の経営悪化は，利潤総額の大幅減少や欠損総額の拡大からも確認さ
れる．
　最後に，需要動向や輸出入動向をみると，2₀13年以前は一部地区で消費主導の成長が実現して
いた．しかし，2₀13年以降，消費主導型の経済成長が明確となり，吉林を除く他の 4 地区ではこ
の傾向が強く出ている．同時に，投資の伸び率がマイナスもしくは大幅に鈍化し，こうした投資
の伸び悩みが最近の成長率鈍化の主因になっている．また，消費主導の成長とはいえ，名目最終
消費の伸び率は，2₀13年以前の伸び率を大幅に下回っている．輸出と輸入の動向については，2₀13
年以降，輸出の伸び率が激減し，一部地区では大幅なマイナス成長を記録し，プラス成長の地区
でも伸び率は大幅に鈍化した．一方，輸入は2₀13年を境にプラス成長からマイナス成長となった．
　IMF の2₀1₆年報告書（IMF 2₀1₆a）が指摘するように，需要面からみると，中国経済の最近の成
長減速は投資と輸出の減速が主因であり，ここで検討した 5 地区のなかには投資と輸出の減速ど
ころか減少に直面した地区もある．
　こうして，国有工業企業を中心とする工業部門や第 2 次産業，過剰設備部門などにおいて，生
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産量減少，主管業務収入の減少，利潤総額の減少が生じ，これが次に，投資や輸出の減速につな
がっていると考えられる．ただし，こうした状況は地域経済の企業全般に当てはまるわけではな
く，また，生産量減少よりも価格低下による影響が強く出ている部門や業種もあるので，遼寧や
内蒙古などの経済が不況や停滞下にあるとは断定できない．
5．お わ り に
　本稿では，2₀13年あたりから一部地区にみられる名目成長率の大幅鈍化に着目して，どの部門
や業種，あるいは需要に関連して低成長が生じているかを検討してきた．公表されている資料を
駆使してその実態を浮き彫りにしようとしたが，解明されていない点，あるいは疑問点も多々残
されている．以下では，そのうちの 2 点について触れたい．
　第 1 は，第 2 次産業や工業部門で生じている価格下落は，どのようにして起きたのか，である．
特に，2₀1₆年の遼寧や2₀1₇年の内蒙古では，総生産デフレーターが 1 年間で2₀％および15％下落
したことになる．図 2 は，遼寧と内蒙古の名目成長率と実質成長率から割り出した総生産デフ
レーターを表したものである．やはり，遼寧の2₀1₆年と内蒙古の2₀1₇年の低さが突出している．
問題は，なぜこの年にこれだけの物価下落が生じたのか，である．
　これに関連して奇妙なことがある．総生産デフレーターが消費デフレーターや投資デフレー
ターから構成される限り，総生産デフレーターの大幅下落は，消費者物価指数や生産者物価指数
の変化に現れてもおかしくない．しかし，2₀1₆年の遼寧の場合，都市住民消費価格指数や農村住
民価格指数はいずれも前年比プラスである．卵類，果物類，乾燥果物・鮮果，車用燃料などでは
図 2　総生産デフレーターの変化率：2₀₀₀～1₇年
　注 ）総生産デフレーターの変化率＝名目成長率－実質成長率，
として計算．
出所 ）国家統計局『中国統計摘要2₀1₈』中国統計出版社，2₀1₈年
より作成．
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2 ～ 3 ％の下落もみられるが，多くはプラスで，総合指数も上昇を示すプラスである．農村商品
販売価格指数，農業生産資料価格指数，農産品生産価格指数は若干のプラスである．工業生産者
出荷価格指数や固定資産投資価格指数はマイナスであるが，下落率は 1 ％程度でしかない．
　2₀1₇年の内蒙古についても，個別では下落した品目もあるが，住民消費価格指数（都市と農村を
含む）は1.₇％上昇，農業生産資料価格指数はゼロ％で変動なし，農産品生産者価格指数は4.4％下
落，固定資産投資価格指数は3.4％上昇，工業生産者購買価格・出荷価格指数は₆.3％および1₀.₆％
の上昇であり₆），15％下落した財・サービスどころか1₀％以上下落した財・サービスも見当たらない．
経済全体の業種別工業生産者出荷価格指数では，2₀1₇年の価格が前年比で下落したのは，4₀業種
中の 5 業種で，一番の値下がりは1.₈％下落の採掘補助活動であり，経済全体では₆.3％の上昇であ
る．輸出入についても同様であり，輸出では漁業の₇.1％下落，農業の5.₉％下落，専用設備製造業
の5.₇％下落，牧畜業の4.₀％下落，輸入では紡績服装・靴・帽子製造業の2.₀％下落が目立つ程度で，
輸出全体では3.₉％上昇，輸入全体では₉.4％の上昇である．
　このように，個別品目では1₀％以上下落した品目や財・サービスが存在しないにもかかわらず，
なぜ2₀1₆年の遼寧と2₀1₇年の内蒙古で2₀％および15％というデフレーターの大幅下落が記録され
たのか疑問である．ちなみに，2₀₀₀年以降の中国31地区において，デフレーターが前年比で1₀％
以上下落したのは，上記の 2 ケースしかない．
　第 2 の大きな疑問は，名目成長率が大幅に下落した上記 2 ケースにおいて，名目総生産＝名目
総所得の大幅減少にもかかわらず，地区全体の住民 1 人当たり平均可処分所得が一貫して上昇し
ていることである．表14は，2₀14～1₇年における全国と 5 地区の住民 1 人当たり平均可処分所得
（以下では平均所得という）の前年比変化率をみたものである．名目総生産が22.4％下落した2₀1₆年
における遼寧の平均所得の変化率は₆.₀％増であり，伸び率は前後の年より低いものの，低くない
伸び率である．同様に，名目総生産が11.2％下落した2₀1₇年における内蒙古の平均所得の変化率は
₈.₆％増であり，伸び率は前の 2 年よりも高い．しかも，名目総生産が唯一マイナス成長を記録し
た内蒙古の平均所得の変化率は，プラス成長を記録した他の 4 地区の伸び率を上回っているので
ある．
　遼寧の年末常住人口は，2₀15年の4,3₈2万から2₀1₆年の4,3₇₈万へと 4 万下落したが，減少率は
₀.₀₉％である．内蒙古は，2₀1₆年の2,52₀万から2₀1₇年の2,52₉万へと ₉ 万，₀.3₆％の増加である．
したがって，人口の変動が大きくないので，平均所得の増加は住民全体の所得増加につながって
いる．
₆）　数値は，国家統計局『中国統計摘要2₀1₈』中国統計出版社，2₀1₈年および内蒙古自治区統計局「内蒙
古自治区2₀1₇年国民経済和社会発展統計公報」2₀1₈年 3 月25日に掲載されたデータ．以下の数値も同様
である．
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　では，名目総生産が大幅に減少するなかで，住民全体の所得が増大するような動きがあったの
か．これを理解する手がかりとして，分配面の GDP，中国国家統計局のいう「地区総生産収入
法」から労働者報酬をみてみよう．2₀15年から2₀1₆年の間に遼寧の総生産は₆,422億元（22.4％）減
少し，うち労働者報酬は2,₉12億元（22.₇％）減少，間接税は1,4₇₇億元（3₀.1％）減少，固定資本減
耗は₉23億元（1₉.₆％）減少，営業余剰は1,11₀億元（1₇.₈％）減少している．特に，住民の所得の大
部分を占める労働者報酬が約23％も減少しているのになぜ住民の平均所得は ₆ ％も増加できるの
か．
　遼寧における都市単位就業人員（国有企業，都市集団所有企業，その他から構成される）の賃金総
額は，2₀15年の3,311億元から2₀1₆年の3,1₇3億元へと13₇億元（4.1％）の減少である．一方，都市
単位就業人員の平均賃金は，2₀15年の52,332元から2₀1₆年の5₆,₀15元へと3,₆₈3元（₇.₀4％）の増加
である．ちなみに，都市単位就業人員は，2₀15年の₆1₈.4万から2₀1₆年の5₆₀.4万へと5₈.₀万（₉.4％）
の減少である．確かに，
平均賃金の ₇ ％上昇×就業人員の ₉ ％減少≒賃金総額の 4 ％減少
ということで，おおまかな辻褄はあう₇）．しかし，住民全体の所得増加を説明することはできな
い．逆に，住民全体の所得増加と賃金所得総額の減少という矛盾した結果を得ることになる．ま
た，賃金総額の減少率は労働者報酬の減少率を相当下回るので，都市単位就業人員以外の賃金や
労働報酬を考慮する必要がある．
　ところで，住民の可処分所得は，賃金所得，経営所得（コストを控除した純額），財産所得（受取
表14　住民 1人当たり平均可処分所得の前年比変化率：2₀14～1₇年
地区 2₀14年 2₀15年 2₀1₆年 2₀1₇年
全国 1₀.1 ₈.₉ ₈.4 ₉.₀
山西 ₉.4 ₈.₀ ₆.₇ ₇.2
内蒙古 1₀.₀ ₈.5 ₈.1 ₈.₆
遼寧 ₉.₆ ₇.₇ ₆.₀ ₆.₉
吉林 ₉.5 ₆.₆ ₆.₉ ₇.₀
黒竜江 ₉.4 ₆.₈ ₆.₇ ₆.₉
　注 ）単位：％．調査の方法が2₀13年から変更された関係で，住民 1 人当たり平均可
処分所得の数値は2₀13年以降しかない．したがって，変化率は2₀14年以降のもの
しかない．
出所）国家統計局『中国統計摘要2₀1₈』中国統計出版社，2₀1₈年．
₇ ）　「辻褄があう」とは，上記の掛け算をすると，近い数字が得られるものの，不一致があるという意味で
ある．
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から支払いを控除した純額），移転所得の 4 つから構成される．2₀15年と2₀1₆年における遼寧の数値
をみると，
　　　可処分所得の変化（率）＝1,4₆4元（₆.₀％）増
　　　賃金所得の変化（率）＝₉1₉元（₇.1％）増
　　　経営所得の変化（率）＝241元（5.₆％）増
　　　財産所得の変化（率）＝1₉₇元（13.2％）減
　　　移転所得の変化（率）＝5₀1元（₈.4％）増
である．賃金所得の増加率は，都市単位就業人員の平均賃金上昇率と近い．ただし，2₀1₆年にお
ける都市単位就業人員の平均賃金が5₆,₀15元であるのに対し，可処分所得における賃金所得は
13,₇₈₈元であり， 4 倍以上の開きがある．これは，住民の中には都市住民だけでなく農村住民も含
まれ，都市就業人員だけでなく，農村就業人員も存在するからである．
　ところで，都市単位就業人員の賃金総額は減少しているので，住民全体の平均賃金所得が₇.1％
上昇するためには，農村就業人員の平均賃金は少なくとも ₇ ％以上増加する必要がある．しかし，
2₀15年から2₀1₆年にかけて遼寧の産業別名目付加価値が第 1 次産業で₈.₈％減，第 2 次産業で
34.₀％減，第 3 次産業で13.4％減となるなかで，なぜ農村就業人員の平均所得が ₆ ～ ₇ ％上昇する
ことができるのか．これは，この年だけの異変なのか，それともここでの疑問を解消するメカニ
ズムがあるのかどうか．最近の低成長地区の動向を詳細にみると，疑問が尽きないのである．
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